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世界が A,B両国からなるものとしよう。世界的に実物資本ストックが一
定であって，かつ実物資本の国際的移動性は完全であるとするが，移動資本は
単に存在場所を変えるだけであって所有状態はかわらず，所有国に利潤をもた
らすものとする。このようなケースにおいて資本の貸付国，あるいは借入国が
資本収益に課税することによって資本の移動に制約を加え，自国の社会的厚生
を極大にする可能性が最適資本課税の問題として1960年に MacDougall, G. 
D. A.〔5〕によって提起され， Kemp,M. C.〔6〕，仁7〕， Jones,R. W.〔8),
渡辺太郎〔3〕， 天野明弘〔1〕などによって発展させられてきた。もともと，
国際貿易理論は財および要素の移動の理論ととして展開さるべきものである
が，伝統的理論においては財の移動が主として扱われており，最近ようやく要
素移動の分析が本格的に取り上げられるようになったので、ある。しかし 「最
適」資本課税としづ形容詞が示すように，問題の取上げ方は normative なも
のであり，ある場合には財の移動が完全に無視できるものと仮定されている。
財の移動の理論の発展が示すように， positiveな理論と normativeな理論が
同じメカニズムの中で取扱われることによって厚生分析の基準の任意性を排除
できる場合が多いのである。しかも財の移動と要素移動をともに含むメカニズ
ムを明らかにしておく必要がある。ところが， 「最適」資本課税の議論のいく
つかは， 「最適化」開題の常道にしたがって，極大化さるべき厚生関数と制約
条件から組立てられており， positi刊なメカニズムは考慮されていなし、。国際
均衡の場においては制約条件そのものが政策的行動のあらわれとみた方がよい
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場合があり，そのような分析視角の転換によって最適資本課税についてのいぐ
っかのトピックスを統一的に扱うことが可能となるであろう。
本稿は，世界的な実物資本スト yクの一定の仮定は両国政府が自国の資本ス
トyグの完全雇用維持政策の結果とみなし，また国際的資本移動は両国政府の
対外均衡維持政策との関連で考慮され，したがって，制約条件は初期の経常勘
定の収支均衡の維持として扱うものとし，結果的に両国政府の政策変数を体系、
内部で決定するメカニズムを取上げようとするものである。このためにまずモ
デ‘ルを構成し，次に国際移動資本の変化と受易条件の変化に焦点をあててモデ
ルの操作の若干例を示し，最適資本課税の一般的分析のための基盤を準備しょ
うとするものである。ただし，本稿では両国はそれぞれA国財とB国財に完全
特化しており，制約的生産要素は資本のみであるケースを扱う。
I モデルの構成
まず便宜のために記号を定めておき，初期の国際均衡体系を示し，次に，国
際均衡体系を微分することによって変動方程式体系を求める。その上で，国際
資本移動を統一的に分析するための政策的仮定を導入し，縮約された体系に到a
達する。
記号（以下， i,j=a,b;i宇j)
D； …i国の自国財であらわした国内支出
Q； …t国生産物の産出量
l; …z国の輸入量
V; …i国生産物のj国生産物であらわした価格（あるいは i国の交易条件〉
Co ・j国の（1＋従価関税率〉
Y； …i国の自国財であらわした所得
K勺… i国の資本の実質報酬率
K …国際移動資本量
- 2ー
K;h…t国に存在する資本量
T …A国の自国財であらわした商品貿易収支
p …A国の自国財であらわした国際収支（経常勘定収支〉
Q＇；… z国の資本の物理的限界生産性
K; …i国所有の資本
W；…A国の対外貸付資本収益課税率
I dD; ¥ 1ー ん… i国の限界国内支出性向（＝ 一）¥ dY; ) 
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／コr ¥ 
竹 πt i国の国内支出に関して定義された限界輸入性「ロ］＝訪7川
I ol; TT,C・i¥ 
め …i国の輸入需要価格弾力性（＝二一一一一一一－ ＿！.＿＿！＿ 竺ー｝¥ o(Vi・Co) l; ) 
o; …i国の資本の物理的限界生産性の資本投入に関する弾力性
（一一笠i_.~）- dK;k Q'; ) 
μ; …i国の対外資本貸付（あるいは借入〉の自国に存在する資本に対する
比率（＝£）
m；…＝(l-2;)n；，すなわち， z国の国民所得に関して定義された限界輸入
性向
I'a ＝心十七、－1
I'b ·=-i~山内－1
]; 
山…＝〕ど
均衡方程式体系
{ Da=(Qa－ゐ）十九C刊日
Db=(Qb-la)+ Va・C;b.Jb…(1・2)
上式は各国の自国財であらわした圏内支出が自国品の産出総額のうち自国内
で需要されるものと外国からの輸入額（関税込み）の和に等しいことを示して
いる。
（九二Qa ＋九~K*b·K
Yb=Qb-1ζ＊b・Jζ
・(1・3)
・・-Cl・4)
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上式は各国の自国財であらわした所得を示しており，圏内産出額に外国投資収
益を加減したものに等しいことを示しており，ここではA国が貸付国であると
する（すなわち， K>Oである〉。
{ Da=Da(Ya) ・(1・5) 
Db=Db(Yb） …（1・6)
上式は各国の国内支出が自国の所得の関教であることを示している。
｛レ似Da Vb・C;a) ・(1・7) 
Ib=Ib(Db，九・C;b） …（1・8)
上式は各国の輸入関教であり，それぞれ自国の圏内支出および輸入価格（自国
市場における〉の関教であることを示している。
{ Qa=Qa(Kah) ・(1・ 9) 
Qb=Qb(Kbh） …(1・10)
上式は各国の生産関教であって，各財の供給は自国に存在オる資本量（借入国
の場合は自国所有のストックに借入ストックを加えたもの）の関教であること
を示している。
…(1・11)
…（1. 12) 
上式はA国の自国財であらわした商品貿易収支（T）と国際収支（P〕の定義
I T=Ib-Vb・ん
I P=T十九K勺K
式である。
{K*a=Qa ・(1・同
K勺＝Q'b …(1・14)
上式は各国の資本ストックの実質報酬率が物理的限界生産性に等しいことを示
している。
ー ?? ?? …（1・15)
一上式はB国の交易条件（Vi）あるいはA国の交易条件（九〉の定義式である。
上記の15個の式からなる体系は D;,Q;, I;, V;, C;;, Yi, K勺， K;h,Q’i 
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の18個の変教および K, T, P の計21個の変教を含んでいる。以上の変教の
うち， Cuは政策変教であり，また， K,K行も政策的な変教とみなして所与
とし， Pは国際均衡の条件としてOであるとして上記の体系は国際均衡を決定
するものと考えることができる。
次に条件の変化による新しい均衡状態の性質を分析するために上記の15個の
式を徴分する。ただし，分析を容易にするために，初期において，自由貿易を
仮定して C;a=C;b=lとし，交易条件は 1に等しくとられているものとして
Va=Vb=lとする。また，資本の実質報酬率はB固についてはK勺＝1である
ように資本の測定単位がとられているとするが， A国については後の分析の便
宜のためにA国における対外投資収益課税率 W；を導入し （W1は所与であ
る）， Kネ＝1-llうであるものとする。以上の仮定のもとで（1・1）～(1・15）を
徴分したのが次の変動方程式体系であるが，小文字は大文字のあらわす変教の
増分であり（例えば， q;=dQ；である〉，ギリシャ文字は構造パラメーターで
あって， e＇；はi国の輸入需要価格弾力性（ただし，関税率によって修正された
交易条件に関して定義されている）， o；はt国の資本の物理的生産性の資本投b
入に関する弾力性，仰はA固における貸付資本対自国に存在する資本の比率，
仰はB国における借入資本対自国に存在する資本の比率であり， πsはt国の
圏内支出に関して定義された限界輸入性向， (1－..＜；）は i国の限界圏内支出性
向である。
変動方程式体系
（ι＝（い〉＋ら＋加Ci品・（2・ 1) 
db=(qbーら）+ib+ (va+Cib)lb ・・・(2・2)
｛…吋＋山＊b)
Yb=qb一h一k*b・K
{ da＝（日〕Ya
db=(l-..<b)Yb 
…（2・3)
…（2・4)
…（2. 5) 
…（2・6)
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{ ia= 
ib＝πb"db-lb・e’b(Va十Cib)
j qバト院）kah
qb=kbh 
t =ib-Za-Vb・fa 
1り＝ t + k +(vb十肝心K
…（2. 7) 
…（2. 8) 
…（2. 8) 
…（2・10)
…（2・11)
・・（2・12)
[' ~一山〉＝「占（1叫ω
一め＝一九五~＝一µb・ob・ _/<kh ・ (2・凶
Vb= -Va …（2・15)
(2・1）～（2・15）からめ， q;,i;, y;, k*;, q’sの12個の変教および t,Vaの
計14個の変教を消去すると，次のんh, kbh, k, Vb, C叫 C偽 ρの7個の変教
を含む3個の式を得る。ただし，限界輸入性向は便宜上，国民所得に関して定
義された m；を使用しているが， m;=(l一ん〉
九一1, I'b=i；－ら十九一1であり，広い意味での（両国の輸入需要弾力性の
示日マイナス 1）であって，広い意味でのマーシャル・ラーナ一因子である。
Oa十ma〕（l-W；）んhー ｛mb一μb・ i!b(l-2a-ma-mb) }kbh 
=(1ー んー ma-mb)k十｛ι・I'a+(lー ん－ma)K}vb
+la（ε＇a-l)Ciaー fb・E’b・ Cib 
~ma〔1-W;)kah十（九十mb ーµb·ゐ（1-J.b-ma-mb）｝んh
＝ー (1一九－ma-mb)k十（ー lb・I'b+ma・K)vb
-la・e’a・C;a+fb（ε’bー l)Cib
ma(l-W，〕んhー ｛mbー μb・Ob(l-ma-mb)}kbh十ρ
= (1-ma-mb)k+{la・ I'a+ (l-ma)K}11b 
十fa・ε’a・Cia-Jb.ε’b・Cib 
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(3・1）’と（3・2）’は（2・のないし（2・8）を（2-,J), (2・2）に代入し．次に
て2・9〕，（2・10）および（2・13）～（2・15）を利用して整理して得たものであっ
て，それぞれ， A国あるいはB国のリアルな所得増分の決定式を変形したもの
である。 (3・3）’は（2・のないし（2・8）と（2・14）を（2・12）に代入し，（2・
3）と（2・10）および（2・1めないし（2・15）を利用して整理したものであり，
A国の経常勘定収支増分の決定式を変形したものである。
上記の（3・1）’～（3・3）’は k,Vb, C;a, Cibを所与としてんh,kbh,pを決定す
る体系だとみなすことができる。ここで叫が所与になっているのは便宜上で
あって，後に示すように実際は h勺を所与としているのである。すなわち，上
記の3個の式からなる体系は，国際資本移動の政策的増加。〉，関税率の設定
(c;aと Cib）および資本の実質報酬率の変化 （k＊；） が政策的に与えられる時
両国の資本雇用の増分 （kahとんhであるが実質的に実質所得の増分である）
およびA国の経常勘定収支増分を決定する体系とみなすことができる。
ところで，ここで考察しようとしている国際均衡状態は実物資本が国際的移
動性を持ち，かつ，両国において対内均衡および対外均衡が財政政策によって
維持されるものである。また，貸付国であるA国は自由な国際資本移動に制限
を加えるために対外投資収益課税を賦課しているものとする。このような仮定
のもとでは，両国内に存在する資本 （Kahと Kbh）が自国所有の資本 （Kaと
Kb）に貸付資本または借入資本を加減したものであることを示す次の2個の
式を初期均衡体系に加えておく必要がある。
{Kah=Ka-K 
Kbh=Kb+K 
…（1・16)
．・（1・17)
ここで Kaと Kbは仮定によって一定に保たれるものとする （K はもちろん
正である〉。 また，実物資本が完全な国際的移動性を持つ条件は次式で与えら
れる。
Va・K九＝K勺（l-W;) ・（1・18)
すなわち，上式の左辺はA国における資本の実質報酬率をB国財であらわした
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ものであるが，それは右辺のB国における資本の実質報酬率 CB国財であらわ
されている〉から資本課税をヲ＇＼，、たものに等しくなるのである。（ 1・16）ない
し（1・17）を徴分したものは次の式であって前記の変動方程式体系に加えられ
る。
{ kah＝→ 
kbh=k 
Va十k*a=k*b(l-W；）一切z
…（2・16)
…（2.17) 
…（2・18)
両国において対内均衡と対外均衡を維持するための財政支出はそれぞれ ιと
c 
dbであらわされるものとする。また， A国で daの財収支出の増加がある時
は （l-na)daと πα・daはそれぞれ，自国財ならびに外国財に対する支出増加
となり， B国においてゐの財政支出増加がある時は（1一πb）ぬと πb"dbは
それぞれ自国財と外国財に対する支出増加となるものと仮定する。また，関税
賦課によってA国での関税投入は Cia・んであるが，関税収入のうち（1一πρ．
Cia・Iaと πa・Cia・んは自国財と外国財に対する支出増加となり， B国の関税収
入 Cib"Ibのうち（1一πb)cwlbと πb"Cib＂んはそれぞれ自国財と外国財に対す
る支出増加となるものとする。
以上のような新しい諸仮定を（3・1）＇～（ 3・3）＇の体系に加えると次のような
変更が必要になる。まず，対内外均衡維持政策の採用の仮定から
(3・1）＇の右辺に次の諸項が加わる。
(1一πa)da十πb"db+fa(lー πa)Cia十h・πb"Cib 
(3・2）＇の右辺には次の諸項が加わる。
πa・da十（1ー πb)db十Ia・πa・C;a+h(l-nb)Cib 
(3・3）＇の右辺には次の諸項が加わる。
c c －πa ・da十πbdb-Ia(l一πa〕C;a+fb・πb"Cib
また．んh=-k, kbh=kであり， P=Oであるから（3・1）＇～（ 3・3）＇の左辺は k
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のみの項になるが，右辺の叫（＝－va）には（2・18）が代入され，さらに k*;
には（2・13）と（2・14）とが代入されねばならなし、から，結局， Vbの項は長
の項と Wiの項に別れることになり， 止の項は左辺に移項されねばならない。
以上の結果， 3個の式において体系内において決定される変教としてのkの項
はきまるが，新しい政策変教として daとのも体系内部において決定されね
ばならなし、から， daと dbの項は各式の右辺から左辺に移行されることにな
る。したがって，新しい体系は，資本課税率の増分 Wi，関税賦課率 CiaとCib
を所与として移動資本増分kと財政支出増分 daとのを決定する 3個の式に
なり，それはマトリヅクスとベクトルを使ってあらわした（3・1）の体系にな
るのである。
A1 一(1ー πa) ーπb k αa・I'a+(l-Aa-ma) 
Az －ー1τa 一（1-rcb)
c 
da -ah・I'b+ma lw;・K 
c 
A3 rca 一TCb db αa・I'a+(l-ma) 
-1 
1 I lb"eb・C;b …（3・1)
-1 
ここで、
A1 ＝一αa・I'a(μa・。a+μb・／h)(l-W;)+μa・oa(l-W；）（ん十ma-1)
一μb・ゐ｛mb-W;(lー ん－ma)}+W；（ん＋ma〕ー 1
A2 ＝αb"I'b（ρa・oa+μb・ob)(l-W；）一向・oa(l-W;)ma
十μb・Ob(..lb+mb+ma・W;-1)-ma・ W;+l 
A3＝ーαa・I'a(μa ・oa+ μb・δb)(l-W;)+μa・oa(l-W;) (ma-1) 
一μb・δb{mb-W;(l-ma）｝一（1-ma・W;) 
I 資本課税率の引上げと関税賦課の効果
(3・1）の体系を使って， A国の資本課税率の上昇， A国の関税賦課， B国
の関税賦課が移動資本の増分に与える影響は次のように求められる。
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k＝去｛αa・I'a(l-irb）＋山口町村トー山k ・（3・2〕
k＝去ιea・Cia ・(3・3) 
k＝う己んeb・Cib ・(3・4) 
ここで、，
ム＝一（μa・oa十μb・ob)(l-W;){(l-irb）αa・I'a十πb.αb0I'b}
一（1ー παーπb){μa・oa-W；（仰・oa+μb・ob）｝一（1ー πa・W;)
(3・のないし（3・4）は次のように解釈される。まずムの正負は次のよう
である。 μ；・o；は正であるとみなしてよく， W；，幻は正で1より小である。ま
た，出は当然に正であるが，れは広い意味でのマーシャル・ラーナ一条件が
満たされていると仮定して正だとする。したがって，ムは第2項が負ならば負
であるが W；が1より小さい正教であることを考慮すれば両国の限界輸入性向
の和が1より小ならば（すなわち 1＞日十日である）第2項は負であるが，
以上の十分条件は満されているものとし，ムは負だと仮定することにしよう。
以上の十分条件で中心的役割を演じているのは 1＞ロ＋irbであるが，この条
件が満されると（3・2）式のkも負である。（3・3）と（3・4）の kはムが負で
あれば負であるから，次の結論が得られる。すなわち，両国の限界輸入性向の
和が1より小であればA国の資本課税率の引上げ、， A国の関税賦課はし、ずれも
A国のB国への貸付資本の1部を引上げさせ（すなわち， k<Oである）， B国
の関税賦課はA国のB国への貸付資本をさらに増加させる （k>O）。
(3・1）の体系では各国の財政支出の一部は外国財への支出増加となること
が仮定されている。しかし，財政支出はすべて自国財への支出増加となると仮
定すれば分析はかなり簡単になる。すなわち，（3・1）の左辺のマトリックスは
A1 -1 0 
Az 0 ー1
Aa 0 0 
- JOー
となり， hの値は次のようである。
k＝去｛αaん ＋（1-ma)}w;・K
k=+・la・… 
k＝す Jb・ <.b ・ Cib 
ここで、， A’＝Aa
-418ー
・（3・2)'
・（3・3)'
・（3・4）’
ム’の正負については m；は1より小さい正数であることを注意すればムにつ
いての仮定がなされるならば Li'<Oであることを示すのは容易である。すな
わち，（3・2）＇～（ 3・4）＇においては（ 3・2）～（3・4）よりも緩やかな条件でA国の
資本課税率の引上げ、， A国の関税賦課がA国のB国への貸付資本の1部を引上
庁、させ， B国の関税賦課はA国のB国への貸付資本を増加させることがわかる
のである。
次に交易条件の変化をりで求めると（2・18）と（2・13), (2・14), (2・16),
(2・17）から，
町 ＝C,u’a・Oa + flb 。h)(l-W；）＊十w;
であり，（3・2), (3・3), (3・4）に対応する値は次のようである。
Vb二三｛（1一日－rc山
Vb=T・（μα・oaキ仰ののく1-W；〕＿/_ala 
℃b＝主（μ い μh・oh)(l-W；）与ι
・（3・6)
・（3・7)
(3・5）が示すようにムが負であるための十分条件の一つが満されるならば
（すなわち， 1＞日十πb), Vbは負となる可能性（すなわち， 日＞OでA国の
交易条件が有利化する〉がある。すなわち， A国の資本課税率引上げの場合に
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A国の交易条件は有利化することが可能であるが，一義的なことはし、うことが
できない。 A国の関税賦課の場合は（3・6〕が示すようにムが負で、あれば町＜O
（したがって，山＞O）でA国の交易条件は有利化し， B国の関税賦課の場合
は（3・7）が示すようにA国の交易条件は不利化する。
(3・2)', (3・3）＇および（ 3・4）＇に対応する交易条件の変化は次のようであ
る。
Vb＝去十｛μb・ '1b(l-ma-mb）ー（1-ma・W;)} ・(3・5)' 
Vb＝号（μaいれ）（l-W;)la・
Vb＝古里（μa・Da+ pb ・ ob)(l-W;)lb ・ eb/K ・(3・ 7）’ 
(3・5）＇で注意されるのは l>ma+mbの条件はム’＜Oの条件と一応は無関係
であることである。また， ム＇＜ Oの条件はム＜Oの条件よりは緩やかである
から l>ma十mbの条件によって町＜O（したがって， 山＞O）でA国の交易
条件がA国の資本課税率引上げ、によって有利化する可能性は大きい。（3・6）＇と
(3・7）’の結果の解釈は（3・6）と（3・7）についてと同じである。
註（1）財の移動と要素移動を含むメカニズムをとりあげた先駆的業績は M田 de〔9〕であ
る。また，財の移動を無視はしているが positiveな分析として浜田〔4)がある。
(2）本稿と同じねらいを持ち，さらに厚生分析にもふれたものとして，柴田亡2〕があJ
る。
(3) A国の関税賦課がA国財とB国財に与える第1次的需要変化はそれぞれん（どαー 1)
C叫と－la・どαである。ところが ε乍＝ira+saである（πα はA国の限界輸入性向，
h はA国の輸入需要純代替弾力性である）。したがって，関税収入がA国財とB国財
に対して，それぞれん（1-ira〕Cia および Iα •lfa ・Cia の支出増となるとすれば，関税
賦課によるA国財とB国財への第1次的需要変化はそれぞれん・匂・Ciaと ん・匂・C臼
である。 B国の関税収入についても同様の仮定により， ε’b=ll"b十εbcπbはB国の限
界輸入性向， 向はB国の輸入需要純代替弾力性）であることに注意すれば， B国の
関税賦課がA国財とB国財に与える第1次的需要変化はそれぞれーlb・εb・ω とlb・即
時叫bになるのである。以上から後出の（3・1）の体系の CiaとCibの係数が出てくるc-
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